
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

28年度

2,473件

区　　分（単位：千円） 27年度

概　算
人件費

3.30 3.30 3.30

27,311

37,075 45,149

当初予算 50,388 52,189

2,030人

５講座

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

・Ｈ29目標の達成に向け、引き続き関係団体・機関で構成する「産業人材育成支援ネットワーク（ながの産業人材ネット）」と一体となって、
総合的に人材育成支援を推進し、県内産業の振興を図っていく。
・産業人材カレッジ事業及び信州ものづくり未来塾事業を積極的に展開し、引き続き、ものづくり産業を担う人材の確保・育成を図る。

目標に対
する成果
の状況

・産業人材カレッジ事業については、スキルアップ講座推進員の積極的・効率的な講座運営等により、目標を上回る講座参加者数を達成
した。
・信州ものづくり未来塾事業については、Ｈ28からマイスター等の派遣を小中学校等に拡大し、目標を上回る開催講座数を達成した。
・研修情報サイト登録件数については、利用者のニーズに幅広く応えるため、積極的な研修情報の収集を行い、成果目標を大幅に上回る
登録件数を達成した。

 概算事業費（B（A）+C） 64,386 71,265 78,718

26,116 26,116

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

1,401

スキルアップ講座
参加者数

jinzai@pref.nagano.lg.jp

Aの
財源

52,189 52,602

15,692 8,240 8,814

2,561

33,295 42,548 41,227

合計（A) 50,388

未来塾の開催

研修サイト登録件数

（単位：千円）　

項目 実施方法

1,401

補正予算

事業番号 07 05 01 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 産業人材育成支援センター事業費 担
当
課

部局 産業労働部

課・局・室 人材育成課

施策の総合的展開

１－１信州をけん引するものづくり産業の振興
４人材の育成・確保
１－６職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり
１職業能力開発の推進

総合５か年
計画

プロジェクト  

実施期間 H20 ～

１－３－３　次世代産業創出 E-mail

研修情報サイトの運営 委託等

産業人材カレッジ事業 直接等
・県内中小企業の在職者等を対象とした講座開催
・企業ニーズ調査や企業の人材育成に関する相談
・スキルアップ講座推進員の配置

県民との協働による実施： 実施は困難

・研修情報の集約と情報提供
・研修情報サイトの更新

成果目標・
事業内容

県内産業の振興のためには産学官が一体となった施策の展開が必要
（第９次県職業能力開発計画、県ものづくり産業振興戦略プラン）

H28事業実績

45,149 52,602

・スキルアップ講座参加者数　2,000人
・信州ものづくり未来塾の開催　80講座
・研修サイト登録件数　2,000件以上

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（内部管理）
【左記の説明、根拠法令等】

7,445

総合相談窓口の設置 直接

2,832 2,830 2,832

2,153

信州創生の基本方針

施策展開

３－(２) 経済の自立的発展を支える担い手の確保

　　　イ　県内産業が必要とする人材の確保・育成

・小・中学生、高校生、特別支援学校生等を対象とした
マイスター等による講話、実演等の実施
・マイスター等を広く周知する情報サイト構築・運営
・コーディネーター（2名）の配置

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県内産業界に必要な人材の育成・確保や県民のライフステージに応じたキャリア教育等を促進するため、30の関係団体・機関で構成する
「産業人材育成支援ネットワーク（ながの産業人材ネット）」と一体となって総合的に人材育成支援を実施し、県内産業の振興を図る。

・若年者のものづくり離れが見られる中、小・中・高校の各段階で、「信州ものづくりマイスター」等を派遣し、熟練の技や地域の企業を身近
に感じてもらうことにより、県の基幹産業であるものづくり産業を担う人材の確保・育成を図る必要がある。
・長野技能五輪・アビリンピックで高まった若年技能・技術者の育成の取組等を継続させるとともに、企業ニーズに対応した在職者等の技
能・技術向上を目的とした講座の開催及び研修情報の提供等を行い、中小企業等の人材育成を支援していく必要がある。
・産学官連携による人材育成の取組を強化するため、産業人材育成支援ネットワークの充実・強化を図る必要がある。

信州ものづくり未来塾事業
（※ H27まで「信州ものづくり
マイスター事業」）

直接 10,441

H28 H29

（当初） （決算） （当初）

36,763 32,934 37,295

10,262

人口定着・
確かな暮ら
し実現総
合戦略

2,917件 達成 ―

2,000人 2,197人 達成

達成５講座 80講座 86講座

2,869件
2,000件
以上

1,530人

2,285人1,859人

1,940 2,213

項目 H26末

・人材育成コーディネーターの配置

合計 52,189

Ｈ28 H29
目標

H27末
目標 成果 達成状況

29年度 成果目標の達成状況

52,602

mailto:jinzai@pref.nagano.lg.jp

